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5. おわりに
　私立大学図書館協会では、コンテンツ共有とシステ
ム統合など連携の機運が盛り上がってきており (8)、一
部で「図書館競争不要論」まで囁かれている。とは言え、
大学全入時代の中、大学図書館も特色や競争力を打ち
出さなくてよいのか、また大学全体の予算がジリ貧の
中、図書館の価値を向上しないでよいのか、Google
に呑みこまれてよいのかなど、まだまだ議論の余地が
多い。
　次期システムをどうするべきかについては、国立情
報学研究所や国立国会図書館、国立大学図書館協会、
公立大学図書館協議会などでも、それぞれ悩みを抱え
ていることであろう。新たなシステム導入にあたって
は莫大な費用が掛かる上、とりわけ図書館システムで
は、他大学や他機関との連携にも考慮を払う必要があ
り、嫌が上にも慎重になる。その一方で教員を含めた
利用者や大学の本部組織といったステークホルダーを
気にし過ぎて、思い切った方針が打ち出せない場合も
多い。しかし、いつまでもそうは言っていられない。
誰かが「海賊」となって、大海に船を漕ぎ出さないと
いけない。まさに「パイレーツ・オブ・ライブラリア
ン」だ。
　真に利用者指向の図書館システムを実現するには、

「既存の図書館資産の棚卸し」と「従来の図書館員に
はない視点や発想」の両輪が必要になる。このために
は、世界標準の仕組みを取り入れるとともに、組織構
造を少しフラット化して、大学内・大学間を横断的に
動ける組織体や民間企業の協力を得られるような体制
を作ることも一案であろう。
　今こそ、図書館が MARC データや特殊コレクショ
ン、レファレンスノウハウといった図書館資産を引っ
下げて、外界に働きかけるときではないか。Google
にはない、よりリッチで、よりセマンティックな世界
を提供できるシステムを導入していければ、利用者か
らの支持を集めることもできよう。教育・研究に必要
不可欠な「知のインフラ」として、図書館が図書館の
枠を越えるとき、そこに次世代の図書館の在り方や新
たな価値が生まれてくるのだと信じて止まない。

（慶應義塾大学メディアセンター本部：田
たな
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CA1644
欧米における図書館、文書館、博物館の連携
―Cultural Heritage Sector としての図書館―

1. 図書館、博物館、文書館間連携の必要性
　図書館、博物館、文書館の三者をまとめて、欧州
では “cultural sector”、“cultural heritage sector”、
“memory sector” などと呼ばれている。これらの呼
称は、三者のみを指すわけではないが、文化的活動を
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支援する機関の代表として、三者を同等に中心的存在
として位置付けるものである。三者は、類似した所蔵
資料を保管し、資料に関する情報を各機関の方針に基
づき作成し、各機関の目的に適した資料提供の方法を
開発してきた。その一つである図書館は、同一の資料
が同時に複数生産される出版物を網羅的に収集し、貸
出という方法で現物提供し、書誌情報の作成を通して
資料利用の機会を増やすよう努めてきた。一方、博物
館と文書館は唯一無二の資料を収集・保存し、保存の
妨げにならないことに留意しながら展示という方法で
資料提供を行ってきた。特に文書館では、保存上の理
由に加え機密を要するために資料提供を制限せざるを
得ない場合も多い。そのため資料に関する情報は、資
料保存と管理を円滑に行うことを目的に作成されてき
た。このように資料提供の目的が異なっていることか
ら、これまで図書館、博物館、文書館はその協力関係
を築く機会を持たずにいた。
　しかし、独自の方針に基づき発展してきたこの三者
にも電子化という共通の課題が大きく圧し掛かってい
る。博物館は、収蔵品の電子画像を自館の公式サイト
に掲載することから展覧会への集客率を高めようとす
るが、収蔵品情報の公開は多くの来館者を呼び込むと
同時に、美術愛好家たちの情報要求に対応できるだけ
の、収蔵品に関する情報の公開という新たな課題を生
み出した。文書館は貴重な歴史資料を電子化すること
から、史料の収集と長期的保存の重要性への理解を求
めようとし、図書館は書誌情報の電子化によって、所
蔵資料の書誌データをネット上に公開し、潜在利用者
の来館を促そうとしている。
　このように所蔵資料の電子化は、図書館、文書館、
博物館の共通の課題であると同時に、図書館資料、博
物館資料、記録資料の違いを超えた情報共有化の機会
を提供しているとも言えよう。
　それでは、図書館、博物館、文書館間の協力はどの
ような段階でどのように行われるのが望ましいのであ
ろう。図書館と文書館が一体化し、歴史史料から最新
の電子資料までを保存し提供することや、ディレブコ

（Juris Dilevko）が紹介したように、図書館が博物館
を融合し、図書と博物を特定テーマで関連付けて提供
すること (1)、あるいは三者が融合することなく独立し
ながら、たとえば市民がインターネットを介して情報
源を活用できる情報拠点として同じ役割を持つことも
考えられよう。その参考となるのが欧米での連携であ
る。
　欧州においては、図書館、文書館、博物館を “Cultural 

Heritage Sector” として捉え、各機関が所蔵する文
化遺産を電子化し、ネットを介して一つの情報空間を
築くために連携することが求められている。欧州連合

（EU）の欧州委員会（EC）にある情報社会メディア
総局のレディング（Viviane Reding）は 2005 年に開
かれた欧州国立図書館長会議（CENL）において、「情
報社会における図書館の役割」と題した講演を行って
いる。その中で、EC が計画する欧州デジタル図書館
は、欧州中の異なる機関に存在する複数のデジタル図
書館からなるネットワークであるとしている (2)。これ
にかかわる機関は、欧州市民がオンラインで、図書か
ら地方史料、記録フィルム、博物館資料までを同時に
アクセスし利用できるようなサービスを提供するもの
であるとし、欧州の各機関が支柱となった「仮想の神
殿」を築こうとする計画だと述べている。そのために
各機関は重複を除くために協力し、ネットを介して書
誌データ作成の基準を構築しそれに準拠することで協
力し、より費用対効果のある共通の方法に基づいて、
三者が持つ課題の解決のために協力することが必要で
あるとしている。
　一方米国でも、ディレブコが述べたように、博物館・
文書館・図書館が、来館者の娯楽、教育、体験のため
の公共サービス機関として、また教育を支援する機関
として同じ役割を果たすことが求められている。三者
がその役割を果たすため、協力し、特定テーマの電子
教材を作製する試みがみられる。そこでは、文書館も
博物館も、図書館のように情報と娯楽の提供が求めら
れており、保存や展示に固執するのではなく唯一無二
の神聖な資料への直接的なアクセスを可能とする保管
庫へと変わりつつある (3)。
　これらの例からは、三者が融合するのではなく、各
機関が独自にあるいは共同で所蔵資料を電子化し、そ
の電子プロダクツをネット上で融合させ、一つの情報
空間を共に築くという連携の形を見ることができる。

2. 米国における教育支援のための連携
(1) 博物館図書館サービス法による連携
　米国政府は、2002 年電子政府法導入ガイドライン

（Implementation Guidance for the E-Government 
Act of 2002）(4) において、オンラインによる市民へ
の情報やサービスの提供を具体的な方針として掲げ
ている (5)。その情報とサービスを提供する拠点として
図書館が期待されたことは、図書館が潤沢な予算を
確保するためのよい事由となった。米国の図書館界
は、公共図書館振興政策への予算がゼロ査定されたこ
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と（CA1171 参照）を教訓として、1996 年制定され
た Museum and Library Services Act（博物館図書
館サービス法、以下 MLSA と略）の 2003 年改正に
力を注ぎ、その結果、助成の継続に成功した。MLSA
制定において、図書館と博物館は教育支援機関とし
て共に助成の対象として位置付けられただけではな
く、MLSA 2003 年法においては特に、「高度情報化
への対応と情報格差の是正という共通課題」(6) を共に
抱える機関としても位置付けられ、両者が協力する絶
好の機会が与えられた。ただし、両者の協力の必要性
について言及されていたのは、MLSA を構成する博物
館サービス法の部分でのみ見られ、図書館サービス法
の部分では全く触れられていなかったことは、両者に
とって連携への期待が異なることを表している。

(2) 検索システムと教材作成のための連携
　MLSA で設置が定められた博物館図書館サービ
ス機構（IMLS）(7) は、米国における図書館、博物
館、文書館の連携の契機となる重要な役割を果たし
ている。全米人文科学基金（NEH）の下に設置され
た IMLS は、Library Grant の中に Library-Museum 
Collaboration という部門を設けて図書館、博物館間
連携プロジェクトへの支援を積極的に行った。1998
年から 2004 年までの 7 年間に 99 件の連携プロジェ
クトへ活動助成金を提供した。このうち、2004 年が
最も多い 19 プロジェクトが補助金を受けた活発な時
期であった。プロジェクトの内容を見ると、同一地域
内の図書館と博物館の連携と、同じテーマのコレク
ションを所蔵する図書館、博物館、文書館の連携が多
く見られた (8)。特に後者の場合には、複数の州に及ぶ
機関が協力してデジタルコレクションを構築した事例
も含まれていた (9)。いずれも構築したデジタルコレク
ションは、教育支援のための電子教材として、あるい
は所蔵資料の検索システムとして利用されるもので
あった。これらは、電子環境下における図書館、博物
館、文書館間協力の典型的な実施事例となっていった。
　しかし、2005 年と 2006 年には Library-Museum 
Collaboration が助成金を提供した事例はなく、2007
年度には新たに “Advancing knowledge: the IMLS/
NEH digital partnership” と い う 基 金 が 設 け ら れ
た (10)。 こ の 基 金 は、IMLS の Digital Connections 
Initiative と NEH の Digital Humanities Initiative と
の共同プログラムであるが、その申請の条件として、
図書館、博物館、文書館のいずれか１館が必ずプロ
ジェクトチームの代表となることと、科学技術ではな

く人文科学関連のテーマであることが設けられた。ま
た、プロジェクトそれ自体が図書館、博物館、文書館
と人文科学関連機関との連携モデルとなるように指示
されている。プロジェクト１件あたり最低 5 万ドル
から最高 35 万ドルが提供される予定である。
　このように、米国においては、IMLS が経済的な支
援を行って三者の連携を後押ししていたと言えよう。
助成によって各機関は協力して複数のコレクションか
らなるデジタルコレクションを構築することができる
と同時に、その活動を通して新たな協力体制が生まれ
た。しかし、米国は州ごとの連携に対する方針の多様
性を重んじており、各州でのプロジェクトから連携の
モデルを集めることは行ったが、国家レベルの統一し
た連携モデルでのプロジェクトの実施を求めるもので
はなかった。
　次に述べる欧州での連携事例は、各州の多様性を重
んじる米国の場合とは様相が異なる。多様な文化と多
様な言語を持つ国々が欧州連合という単一体としてよ
り密接な協力関係を築く必要があることから、そこで
の連携は国家レベルだけでなく EU 諸国間においても
求められている。

3. EU における知識基盤経済社会構築のための連携
(1) EU の eEurope 行動プラン
　EU の情報技術政策は、主に EC の一部門である情
報社会総局（2004 年以降、情報社会メディア総局と
改称）が担当し、政策提言を行っている (11)。1999
年 12 月に EC が発表した「すべての EU 市民のた
めの情報社会」と題する通達に基づいて 2000 年に
eEurope2002（電子欧州行動計画）が策定され、欧
州市民がより安価で高速で安全なインターネットを
活用できる環境作りが目標とされた。2002 年には
eEurope2002 を 引 き 継 ぐ eEurope2005 を 発 表 し、
公共サービスや教育の革新を図ることやグローバルな
情報社会に誰もが参加する機会を得られるようにする
ことが目指された。具体的にはオンライン上の公共
サービスとして電子政府、電子学習、電子医療などが
提案されているが、特に電子学習の項目では、教育機
関と同様に博物館や図書館も重要な役割を果たすとい
う言及がある。

(2) MINERVA プロジェクト
　eEurope 行動計画の一つに、情報社会総局の文
化遺産担当部が提案した “MINERVA（Ministerial 
Network for Valorising Activities in Digitisation）”
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プロジェクト (12) があるが、その目的は、2001 年 4
月にスウェーデンのルンド（Lund）で開かれた会議
での決議であるルンド原則 (13) に拠っている。それは、
eEurope 行動計画に EU 各国が協力して取り組み、デ
ジタル化技術の向上とその適切な実践を行うように定
めたものであった。またこの背景には、欧州連合の結
束を強めることを意図した、欧州の文化財と科学知識
という情報源は EU 諸国にとって唯一の共有財産であ
るという理念があり、その理念に則り、情報源の電子
化事業を支援するという方針が立てられた。そして
1998 年に発表された EU の「第 5 次研究開発フレー
ムワークプログラム」(14) から MINERVA プロジェク
トに資金援助がなされた。
　MINERVA の活動には、文化財自体の電子化とと
もに文化財の識別や管理のためのメタデータ “DC. 
Culture” の開発や、電子情報源へのアクセスや保
存に関するガイドライン作成も含まれていた。DC. 
Culture とは、ダブリンコア・メタデータのエレメ
ントに対応した、文化遺産に適したメタデータで (15)、
文化遺産の発掘、制作、出版、入手、展示、保存といっ
たあらゆる場面を記載できるように工夫されたもので
ある。
　MINERVA プロジェクトは、2001 年から 2003 年
までの 3 年間に、EU からの助成を受けて進められた。
次いで 2004 年からは、“MINERVA Plus” と改称され、
主に EU 内の発展途上国へ予算配分を行い、EU にお
ける電子化を普及させた。さらに、2006 年 11 月に
2 年間の新たなプロジェクト “MINERVA eC”(16) が
MINERVA、MINERVA Plus の目的を継承した。その
目的は、文化遺産の電子化、文化に関するウェブサイ
トの質の向上、文化的情報資源のためのシステム間の
共同運用化である。このプロジェクトは、参加国の文
化省と EC の 150 の文化機関間のネットワークによっ
て実行されている。実際の活動は、各国の “Cultural 
and memory sector” と呼ばれる図書館、博物館、文
書館が担うこととなり、所蔵資料の電子化を始めとし
て文化関連の電子コレクションを集めた “Inventory”
や文化関連情報資源を紹介するポータルサイトの構築
が行われている。

(3) MICHAEL プロジェクト
　MINERVA プ ロ ジ ェ ク ト が 2003 年 に 終 了 し、
MINERVA Plus と改称した際に、MINERVA プロジェ
クトの参加国の中心であった三か国、すなわち、英国

（博物館・図書館・文書館評議会（MLA））、フランス（文

化庁）とイタリア（文化庁）は、“MICHAEL” プロジェ
クト (17) を立ち上げて eEurope2005 のもとで活動を
開始した。その目的は、主に英国・フランス・イタリ
アの博物館、文書館、図書館から文化遺産に関するデ
ジタル情報を収集し、多言語からのアクセスに対応で
きるサービスを提供することにより、欧州の文化遺産
情報サービスを EU のみならず、世界に発信する契機
となることである。その使命は、世界の人々と博物館、
文書館、図書館の所蔵資料をつなぐことであり、電子
化された文化情報源へ多言語でアクセスが可能なもの
にすることである、と “cross-domain initiative” を
提唱している。すなわち、あらゆる文化遺産セクター

（Cultural Heritage sector）から提供されている文化
情報を探し閲覧できるようなシステム構築を目指し
ている。文化遺産セクターの中心となるのが、博物
館、文書館、図書館である。各セクターからは、文化
関連機関に関する情報、文化的なプロジェクトやプロ
グラムに関する情報、文化情報に関するサービスやプ
ロダクツ、そして所蔵資料の現物から得られた情報が
集められる。この MICHAEL プロジェクトは、博物館、
文書館、図書館がそれぞれ有する特徴や目的とは別に、
欧州にある豊富な文化情報を EU から世界に発信する
という共通の目的のもとに三者の連携を求めるもので
ある。

(4) i2010
　eEurope 計画の一つであった MINERVA プロジェ
クトとその初期の中心メンバーであった英国、フラン
ス、イタリアによる MICHAEL プロジェクトは、図
書館、博物館、文書館の三者が文化財や科学知識の情
報源の電子化事業を通して電子学習に重要な役割を
果たす機関として協力する契機を与えた。また、EC
は、“ デジタル情報技術を用いて、2010 年までに EU
を世界で最も活発な知識立脚型経済社会にする具体的
な行動計画として、まず eEurope 2002 を進め、さ
らに 2005 年から “i2010（欧州情報社会 2010）” を
進めている（CA1632 参照）。その計画を具体化する
ためのプロジェクトの一つとして欧州デジタル図書館

（EDL）がある (18)。このプロジェクトは、文化遺産と
科学遺産に分かれており、特に文化遺産の部門におい
て連携が求められている。EC は、この EDL を通して、
欧州の記憶（memory）をネット上に構築するために、
参加国のすべての国立図書館が連携し、さらにその連
携を博物館と文書館へ拡大するように勧告している
(19)。また参加国は国立機関だけでなく、地域や地方の
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図書館、博物館、文書館をこの活動に参加させるよう
勧告している。

4. EU 諸国における連携事例
　MINERVA の 年 次 報 告 書 で あ る “Coordinating 
digitisation in Europe”(20) は、2002 年度から毎年発
行されている（E020 参照）。参加国ごとに、国内に
おける図書館、博物館、公文書館での文化遺産に関す
るデジタル化活動が報告されている。その 2006 年版
をもとに、参加国の最近の活動を見ることにする。

(1) 英国
　図書館と博物館の管轄省庁で文化政策の国家的最高
機関である文化 ･ メディア・スポーツ省（DCMS）(21) は、
2001 年に『すべての市民のための図書館 ･ 博物館 ･
美術館・文書館』(22) の中で、図書館と博物館は社会
的弱者を無くすために共に活動することこそが、図書
館と博物館が協力するよい機会となるとしている。ま
た文化政策諮問機関である MLA(23) は、図書館と博物
館を、市民と知識、情報、創造性、着想の源を結びつ
ける役割を持つものとして位置付けている。また、そ
の活動目標には、博物館、図書館の境界を越えた連繋・
協力事業に係る政策形成、提言、基準等の提示が掲げ
られており、これは図書館、博物館間協力が政策上に
おいては明確にされているものである。MLA はその
5 年計画である “Investing in Knowledge”(24) におい
ても、図書館と博物館を共に学習支援機関として位置
付けている。
　また英国は、MICHAEL プロジェクトの代表国とし
て、国内に “MICHAEL UK” データベース (25) を構築
し、博物館コレクション 950 点、図書館コレクショ
ン 450 点、文書館コレクション 300（そのうち、国
内コレクションは、博物館 300 点、図書館 200 点、
文書館100点）を収録し、三者の連携を促す活動を行っ
ている。

(2) フランス
　フランスは、文化に関するデジタルリポジトリ
“Culture.fr”(26) を公開している。その中に収録され
ているフランス国立図書館の “Gallica” システムでは、
たとえばフランスの建国から現在までの年表形式から、
歴史的事柄や歴史上の人物などについて、歴史画、肖
像画、初版本の画像、関連資料の書誌情報などのデジ
タルコレクションを検索することができる。このシス
テムは、9 万タイトルの電子図書、8 万点の画像、膨

大な録音情報源にアクセス可能であり、インターネッ
ト上で自由にアクセス可能な電子図書館として、その
最大級のものと言える。

(3) その他の EU 諸国
　ドイツは、文化・科学情報の電子化活動において、
欧州各国とドイツ国内との連携をその図書館、文書
館、博物館に拡大することを目標にして、2001 年に
“EUBAM” という専門家組織を創設した (27)。EUBAM 
の 名 称 は、 欧 州 の EU に 続 い て、B は「 図 書 館

（Bibliotheken）」、A は「文書館（Archive）」、そし
て M は「美術館（Museen）」からなるものである。
　スペインでは、国立スペイン図書館が MINERVA
プロジェクトに代表として参加しているが、国内に
は “FESABID：Federación Española de Sociedades 
de Archivística, Biblioteconomía, Documentación 
y Museística（英語名称：The Spanish Federation 
of Societies of Archive Studies, Library Science, 
Documentation and Museology）”(28) という組織が三
者の連携を支援している。その目的は、図書館、ドキュ
メンテーションセンター、文書館、博物館の各活動を
促進させ発展させることと共に、機関間での情報や経
験知識の交換を行いながら、利用者向けサービスの改
善を目的とした連携を育むことである。
　オランダでは、オランダの国史に関する情報として、
画像、記録、フィルム、テキストからなるデータベー
ス を “Memory of Netherland（Het Geheugen van 
Nederland）” と名付けて提供している (29)。

5. 連携における課題
　欧米の事例を見てきたが、米国と欧州では連携の背
景となるものが異なっていた。州レベルの独自性を尊
重する米国においては、IMLS からの助成が毎年行わ
れていても、国家レベルでの連携を促進させるもの
ではなかった。大きな予算によって特定のテーマに関
するデジタルコレクションが個別に構築され、その時
ばかりは図書館も文書館も博物館も協力するが、事例
単位ではなく国家レベルでの連携に至らないことから、
政策の提言とそれを実行する行動計画の策定が、欧州
のように必要であることを示している。
　また、米国には欧州のような膨大な文化遺産が存在
しないが、建国から現在までの記録を留める写真や史
料を電子学習教材として活用できるよう教育という視
点で三者の協力を可能にしていた。一方欧州は各国が
長い歴史とその遺産を豊富に保持し、異なる文化を維
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持しながらも、国の振興のために EU の構成員として
文化遺産のデジタル化活動において協力する姿勢が見
られる。そのため、国を越えての協力は、異なる機関
を越えての連携をも可能にしようとしている。
　しかし、個別に見れば、国内での図書館、博物
館、文書館間の連携の姿は様々である。英国のように
MLA という専門組織を持つ国もあれば、管轄省庁が
異なるフランスのような国も少なくない。各国が今後
どのように EU の一員として、その政策や行動計画を
通して連携していくかが三者の連携への鍵にもなろう。
それゆえ EU 諸国に共通する「文化遺産」という合言
葉は、三者連携の契機に大きな影響を与えたと言えよ
う。
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CA1645
電子ジャーナルのアーカイビングの現状：

レポート E-Journal Archiving Metes and Bounds を中心に

1. はじめに
　「電子ジャーナルのアーカイビング」について動向
を報告する機会を与えていただいた。このテーマにつ
いて筆者は論稿を発表し続けてきたが、その後海外で
刊行された重要な文献に『電子ジャーナルアーカイビ
ングの土地境界』（E-Journal Archiving Metes and Bounds: A 

Survey of the Landscape）がある。そこで本稿では、この
レポートを基に当該テーマに関する現状を整理したい。
　なお、アーカイビングとアーカイブという言葉を、
次の意味で用いる。

アーカイビング：ある資料（本稿では電子ジャーナ・・
ル）を利用可能な状態で保存し続けるための活動。
アーカイブ：電子ジャーナルのアーカイビングを担・・
う機関や組織。語義を強調するために「電子ジャー
ナルアーカイブ」とする場合もある。

2. 問題の所在
　幅広い読者を本誌は想定しているため、これまでの

筆者の論稿でも分析してきた事項ではあるが、問題の
所在をここで手短に述べておく。
　近年、電子ジャーナルが重要性を増すのに伴い、永
続的保存への関心も高まっている。だがその保障に
対しては、従来の図書館資料と異なり、利用形態自体
が障壁になる。購読機関は通常、出版社のサーバにア
クセスして電子ジャーナルを利用するのであり、それ
をローカル保存することはしない。このため万一出版
社が倒産や災害に見舞われた場合等に、コンテンツが
消失してしまう恐れがあると指摘されている。それゆ
え電子ジャーナルについては、購読と購読機関による
保存が一続きであった従来の図書館資料と異なり、保
存のためのアーカイブを意識的に整備する必要があ
る、といえる。現在まで、複数のアーカイブが各国で
実際に構築され、出版社と協定を結び、電子ジャーナ
ルコンテンツを受け入れている（CA1597 参照）。さ
て、電子ジャーナルのアーカイビングをめぐる状況を
さらに改善するために、各アーカイブ、図書館、出版
社には何が求められるだろうか。『電子ジャーナルアー
カイビングの土地境界』は、この点についての提言を
行っている。

3. レポート刊行の経緯・特徴
　2005年10月、米国研究図書館協会（ARL）は声明「学
術的電子ジャーナルの保存に必要な緊急行動（Urgent 
Action Needed to Preserve Scholarly Electronic 
Journals）」を発表し、電子ジャーナルアーカイブが
提供すべきサービスや図書館が取るべき行動等に関す
る勧告を行った (1)。
　声明を受けて、ARL と図書館情報資源振興財団

（CLIR）は、既存の代表的なアーカイブの調査分析
をコーネル大学に委託した。その結果提出されたレ
ポートが『電子ジャーナルアーカイビングの土地境
界 』（E-Journal Archiving Metes and Bounds: A Survey of the 

Landscape. 以下「レポート」）である。タイトルの「metes 
and bounds」（土地境界）とは、厳密に正確な測量で
なく、地形や地勢に基づいて土地の概要を把握する手
法を指している。本レポートは、そのタイトルが示す
とおり、アーカイブに関する完全なデータを入手・分
析したものではない（電子ジャーナルをめぐる状況は
変化が激しいため、そもそもそれは不可能だと指摘し
ている。例えば、出版社の合併・買収が非常に多いた
め、各アーカイブに加盟している出版社数を正確に把
握し続けることは不可能である旨を述べている (2)。だ
が、既存の代表的なアーカイブへの詳細な調査を基に


